２０１１年９月議会　個人質問　再質問用
道路行政について要望を述べます。
　ここに、住民の方からいただいた、手紙を持ってきました。その一部を皆さんにもお配りしています。識名トンネルが開通して、やがて１年が経過します。トンネル周辺の住民の皆さんは、渋滞は緩和したかもしれないが、不便になったとの声が多数を占めます。

　お手紙の内容を、少し紹介いたします。「地域にお住まいの皆さんを代表して抗議のお手紙を書くことに致しました。誰のために作られたトンネルでしょうか。そのトンネルができたおかげで、困っている人がたくさんいます。去年までは誰でも不自由なくスムーズに生活できた道路でしたが、今はトンネルができて、元の道路を封鎖したために、信号機の無い道路を横断しています。皆、困ったものだといっています。」
何の説明も無いまま、放置されている、住民の怒りの声であります。県土木事務所にこの声を届けてほしいと思います。

　同じように、トンネル開通に伴いバス停が移動になり、屋根つき待合所も無く、暑い日光にさらされ、雨風も避けられない場所のバス停を利用せざるを得ない利用者も被害者であります。当局は設計中だという答弁ですが、一番厳しい時期を通り越してしまい、多くの方ががっかりしています。
また、写真を見ておわかりのように、歩道は５mもあろうかという幅ですが、木の一本も植えられていません。影をつくるためにぜひ植えてほしいと要望しておきます。
相対的貧困率・子どもの貧困について
　相対的貧困率が、７月１２日に厚生労働省から発表されました。国民の６人に１人、１６％が相対的貧困層で、１７歳以下の子供の貧困は１５・７％、一人親家庭の貧困率は５０・７％で、半分以上が貧しい暮しであることがはっきりわかります。
　生活に困窮する子供が増えていることが、この１０年言われています。親の貧困は、即子どもの貧困です。背景には、一人親家庭の増加に加え、雇用情勢の悪化で、親が失業した家庭、両親とも非正規雇用で働く家庭の増加などが挙げられています。

　親の困窮が原因で、進学の断念や中退で教育を受ける機会を失い、低学歴で条件の良い仕事に就職できないという、「負の連鎖」に陥りやすくなっています。

沖縄では、その貧困が深刻な形で、子どもたちに影響していることが指摘されています。

教育長に再質問いたします。

教育現場で、貧困が原因と思えるネグレクトなどが散見されると思います。全国的にも、学校の給食がその子の唯一のまともな食事であったり、朝ごはんを食べられない児童に対して、教師が軽い食事を用意するなどの事例があるようです。親の年収の差が子供の学力に大きく影響しているという報告もあります。親の貧困が子ども達に与えている影響をどのように認識されているのか。問題意識を含めて見解を求めます。
全国一所得が低い結果からも、なぜ、沖縄が貧困社会になっているのか。行政全体で考える必要があります。沖縄は、先の大戦で唯一地上戦になり、すべてが破壊され、ゼロからの出発であること。米国による異民族統治が２７年間も続き、日本の憲法が適用されずに、社会資本整備が大きく遅れたことが原因であると、言われています。

　たとえば、昭和３９年には全国で５千箇所以上整備された公立保育所は、沖縄にはゼロでした。したがって、民間の保育園に頼らざるを得ない状況が作られていったのです。現在でもその結果、本市の待機児童は４９３名もいます。学童保育は、本土では当たり前の公設公営の学童保育は１ヶ所も整備されない状況で、仕事に就くことができない母子世帯の子は、進学にも影響していました。
本土復帰後、２７年間の格差是正のために、沖縄振興計画が策定されましたが、未だに失業率は全国の約２倍、県民所得は最下位で、離婚率１位、母子世帯比率も1位、生活保護受給者数も増え続けています。経済問題での自殺者も多く、正規雇用率も全国より､５・２ポイントも低い状況です。
　こどもみらい部長に再質問します。

一人親世帯や両親が非正規雇用で働く世帯は、生活のために、昼と夜をかけもちで仕事をしている人もいます。そのために夜間、子どもだけを置いて働かざるを得ない家庭の子は、寂しさから深夜徘徊や、非行へとつながるケースもあると聞いています。
全国一高い飲酒非行や全国一の深夜徘徊の補導件数には、真剣な対策が必要です。親の自己責任と言い切るだけでは解決しない問題です。「負の連鎖」を断ち切るためにも、就労支援と共に、夜間保育や夜間学童保育の充実、学童保育などの保育料補助などの支援を強化する必要があります。そのためには行政が一人親世帯などの実態調査を行い、支援ニーズをつかむ必要があります。見解を伺います。
　最後に市長に伺います。

戦後６６年、沖縄は基地あるがゆえに、豊かな土地を米軍に奪われ、狭隘な土地に住まわされ、第３次産業だけにほとんど従事するという、いびつな産業構造と自立できない、経済構造を担わされてきました。
先ほどらい述べてきたように、「負の連鎖」が起きている原因がわかっている以上、それを政治の力で是正していくことが求められています。
　これまでの振興策は、基地押し付けとリンクし、箱もの中心の大型公共事業は、沖縄の経済を自立させることはできませんでした。
　沖縄振興一括交付金は、そのような状況の、「子どもの貧困」や「負の連鎖」を断ち切り、児童福祉の基盤整備強化などにも直接使うことができるものとして、期待できます。県市長会の会長としての、翁長市長がこの問題に、どのようなお考えを持っているのか、伺います。
　最後

振興策３０００億円の１割は、子どもの貧困の解消に充てるぐらいの、思い切った対策を打ち出して、今度こそ、基地のない、自立できる沖縄経済、県民生活と福祉を向上させる沖縄振興策になるよう私たちも、頑張りたいと思います。

